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創価大学大学院法務研究科教授 藤井俊二氏は、２００７年３月７日、その論文『借地
権・借家権の存続保護』を早稲田大学大学院法学研究科に提出して、博士（法学）の学位
を申請した。後記の審査員は、同研究科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、２０
０７年８月２日、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。
Ⅰ．本論文の構成と内容
本論文は、第１編を「借地権の存続保護」と題し、また第２編を「借家権の存続保護」
と題して、市民の住生活にとって重大な利害関係を有する不動産利用権の存続に関わる問
題を取り上げて、比較法的な研究成果を踏まえて、経済社会の規制緩和の流れの中で、そ
の安定性に不安が生じている現状に強い批判的立場を表明するものである（なお、本論文
には、２つの補論が付されている）。以下、本書の内容を要約する。
第１編 借地権の存続保護
第１章 普通借地権の存続期間
本章の目的は、１９９１年の借地借家法（以下「新法」という。）によって、存続保護を受
けない定期借地権が創設されたが、それとともに、存続保護が図られてきた従来の普通借
地権も性格を大きく変化させたのではないか、という問題を検討することにある。
ところで、借地権保護を最初に図った１９２１年借地法（以下「旧法」という。）で規定し
た法定存続期間は、堅固・非堅固の区別により各々６０年、３０年と定められていたが、これ
は借地上建物の寿命と結びついたものであり、この期間内に借地上建物の寿命が尽きると
いう前提に立つものであった。しかしながら、この前提には合理性がないため、１９４１年の
借地法改正によって、「正当事由」制度が導入されて、借地法の保護法益は、借地人が借
地上に建築した建物の保護ばかりでなく、借地権者の居住の利益も含むこととなった。こ
のため、建物の寿命と借地権の存続期間を結びつける必然性は薄れる結果になったのであ
る。
そこで、新法では、堅固・非堅固の区別を廃止して、期間の定めのない場合を含めて存
続期間を一律に３０年とし、合意により期間を定める場合にも最短期間を３０年にするととも
に、期間の定めのない借地権における建物朽廃による借地権消滅制度も廃止した。
だが、この３０年の存続期間を定めた理由は、堅固建物でも築後３０年を経過すると建替検
討期に入るとする建築実務にあるが、著者は、そのような建替えが検討されるのは戦後間
もなくに建てられた劣悪ビルに多く、３０年という期間は良好な市街地形成の保障や人生８０
年といわれる時代においては短過ぎないかとの疑問を表明し、結局のところ、新法の選択
した法定存続期間は借地関係安定の「相当の目分量」に過ぎなかったと評している。
上記のように、新法は当初の借地契約の存続期間を３０年としたが、これに加えて、更新
後の存続期間を１回目を２０年、２回目以降を１０年とし、また、更新後の建物滅失の場合に借
地契約の解約を著しく容易にした。本章は、この立法過程を丹念に跡づけ、多くの意見対
立があったことを紹介するとともに、著者は、借地権の存続保護の点で問題を残した制度
変更であったとする批判的な見解を表明している。
１
以上の分析に基づき、著者は、新法に関して、堅固・非堅固の区別なく一律３０年の存続
期間を保障したことは、非堅固建物を建築することの多い一般市民にとっては利益を与え
るものであり、また、当初の存続期間満了後及び１回目更新後では正当事由が備わること
は偶然性に大きくかかり更新拒絶の可能性が少なく、この間における普通借地権は、存続
保護を強化していた旧法の借地権と同様の性質を維持するものと評価する。しかしながら、
２回目以降の更新からは存続期間終了時の正当事由の具備にかかる偶然性が小さくなり、
それゆえに借地関係解消が容易になり、その意味で、２回目以降の更新制度は存続保護で
はなく、借地関係解消に向けたものに変容したと評価する。この評価を踏まえ、著者は、
新法によって普通借地権はいつかは消滅する「曖昧な（ファジーな）定期借地権」といえ
る状態になったと述べて、本章の結論としている。
第２章 定期借地権
本章は、新法により存続保護のない借地権である定期借地権を導入した時期の前後に著
された論文を纏めたものであり、比較法的な研究を踏まえて、わが国の定期借地権制度を
詳細に批判的に検討するものである。
第１節 定期借地権序説 欧米諸国の土地利用権
本節は、新法による定期借地権導入に先立ち、欧米諸国の定期型土地利用権を比較研究
することで、わが国の新法制定の土台となった１９８９年の借地借家法改正要綱試案を批判的
に検討している。研究の対象となったものは、イギリスの長期賃貸、アメリカのグラウン
ドリース、フランスの建築用賃貸借及びドイツの地上権であり、わが国の定期借地権で議
論になった①性質、②存続期間、➂設定の対価・地代、④譲渡・転貸及び担保化、⑤終了
時における借地及び建物の処理の各項目について各国制度を分析し、比較検討している。
その結論として、欧米では、土地利用権はすべて物権であり、譲渡・転貸・担保化が可
能であり、存続期間も極めて長期であり設定の権利金が支払われるものも稀であること。
また、借地関係終了時における建物の処理については、「地上物は土地に属する」の原則
から、建物は自動的に土地所有者に帰属するのであるが、英米では、借地権者に土地所有
権を帰属させる制度が制定されており、ドイツでも、地上権者に土地を売却する特約がな
されていること。そして、このような借地関係終了後も建物の存続が図られることで、建
物賃借人の地位が保全される制度となっていると解説する。
このような検討に基づいて、わが国に導入されようとしている定期借地権制度では、定
期借地権の期間満了後は建物取壊し・更地返還が原則となる特異な借地制度を作り出そう
としていると述べて、本節を締め括っている。
第２節 定期借地権（借地借家法２２条）の構成
本節は、新法の定期借地権規定である借地借家法２２条（定期借地権）について、論者の
解釈的立場を明らかにしたものである。この中で、特に、①定期借地権の要件につき、建
物買取請求権を排除しない定期借地権の成立を認めるべきこと、②定期借地権の消滅に関
して、民法６１９条による黙示の更新の規定を適用すべきこと、③既存借地権の定期借地権
への転換については、合理的理由を要すること、を主張している。
第３節 定期借地権の権利金、保証金
本節は、新法により導入された定期借地権の設定に際して授受される保証金、及び地上
２
権を基礎に定期借地契約を締結することで成立する「定期所有権」の設定に際して授受さ
れる権利金について、その性質を検討するものである。
前者の定期借地権の設定に際して授受される保証金について、著者は、その性質を、従
来の借家契約において交付されていた金銭消費貸借の性質を有する保証金とは異なるもの
であり、定期借地契約と密接に関連するものと考えるべきだという。すなわち、保証金は、
定期借地権者の債務不履行の担保であり、とりわけ定期借地終了時における原状回復義務
の担保の性格が強いとみる。したがって、定期借地権の設定されている土地の所有者が土
地を譲渡した場合には、土地の譲受人に保証金返還債務は承継され、反対に、定期借地権
者が借地権を譲渡した場合にも、借地権の譲受人に保証金返還請求権は承継されると解す
べきだと主張する。
次に、後者の「定期所有権」方式において支払われる権利金については、著者は、その
性質を所有権に含まれる使用収益権限を一定期間譲り受ける対価と解する。したがって、
この権利金が提供された定期所有権では、地代増減請求権に関する規定の適用はなく、中
途解約の場合に、借地権者から解約を申し入れたときは借地権の放棄と認められて権利金
返還請求ができず、また借地権者と借地権設定者の合意による定期借地権の買戻しと認め
られるときは、定期借地権の価格返還になると解すべきだと主張している。
第４節 定期借地権の機能
本節は、新法によって導入された定期借地権が将来においてどのような機能を果たすか
を予測したものである。
定期借地権は、地価の高い都心や近郊において建築物としてより良好なマンション分譲
に利用すべきであるとする。建物譲渡特約付借地権は、戸建て住宅の供給に適するであろ
うと述べる。また、都市計画的側面から、借地契約の中で都市づくりを担保する約款を定
めた公法的都市計画法規では具体化し得なかった都市づくりを、定期借地によって実現で
きるのではないかと期待し、望ましい都市建設のためにこそ定期借地権を活用すべきであ
るとも主張する。なお、著者は、確定期間内に投下資本の回収を定期借地権者が図る必要
性を考えると、定期借地権は物権である地上権で設定されるのが望ましいと主張している。
第２編 借家権の存続保護
第１章 ドイツにおける住居賃借権の存続保護に関する立法の動向
本章は、借地・借家法制における存続保護の必要性を検討する本書の目的の観点から、
近年のドイツにおける居住賃借権（借家権）における存続保護に関わる立法動向を紹介し、
分析するものである。
第１節 ２００１年までの動向
本節では、筆者は、最初に、ドイツ民法典（ＢＧＢ）とその施行後１９９０年代に至るドイツ
借家法制の変遷を纏め、現時点では、賃貸人にイセンティブを与えて借家供給を促進させ
るための存続保護を緩和する政策と、借家人保護のために存続保護を維持する政策の対立
があることを指摘している。この基本認識のもとに、本節では、２つの連邦政府における
立法準備作業の中で作成された報告書である、「試験台上の住宅政策」と「賃貸借法の簡
素化」の主として存続保護に関わる検討結果が紹介・分析されている。
第１の「試験台における住宅政策」は、１９９４年に公表されたものであるが、この報告書
３
は、「ラジカルな存続保護変更の提案は受け入れない」と結論している。そして、「『最
良の賃借人保護は、継続的に豊冨な住宅供給にある』がこのことは賃借人の問題のある層、
すなわち弱者には必ずしも当てはまらない」等の理由が挙げられていたと、著者は指摘し
ている。また、著者は、特に、この報告書の中では、一方で、賃貸人に正当事由がなくて
も解約告知権を認めて存続保護の緩和を図るとともに、他方で、３０年を超えて存続する住
居賃貸借については、正当事由に関わる自己使用の必要性の評価範囲に入る賃貸人の家族
構成員を制限することで存続保護を強化する提案をして、バランスを図っている旨、指摘
している。
第２の報告書である「賃貸借法の簡素化」は、１９９６年に提出されたものであるが、ここ
では、賃貸借法制の簡素化のために、特別法により煩雑な規定になった借家法制を整理し、
内容を現代化するために、特別法の民法典への取り込みと民法典（ＢＧＢ）の賃貸借規定の
改正が提案されている。筆者は、本報告書の提案の中では、賃貸借の期間を限定すること
ができる場合を定期賃貸借（Ｚｅｉｔｍｉｅｔｅ）に限り、しかもこの定期賃貸借関係は賃貸人に
正当な利益がある場合にのみ設定できるとした点に注目し、このようなドイツの賃貸借法
改正の方向は、住居賃借権の存続保護を中核としつつ、その制度の柔軟で合理的な運用を
定期賃貸借制度において実現しようとするものであると、理解している。
第２節 ２００１年の借家法制の大改正
本節は、前節で検討した２つの報告書を踏まえて今世紀の初めに当たる２００１年９月１日に
施行された、「賃貸借法の進行性、簡素化および改正に関する法律」（賃貸借改正法）を
紹介している。この法改正は、３０年にわたる連邦議会を中心にした立法改革の準備を集約
したものであり、賃貸借法の簡素化と現代化を図るものであった。
本改正法は、簡素化については、借家関係特別法を民法典（ＢＧＢ）に集約するとともに、
契約の成立から時間の経過にしたがって規定を体系化し、また、現代化については、①賃
借人からする解約告知の場合における解約告知期間の短縮、②住居承継権のパートナーま
でへの拡張、③住居のバリアフリー化を促進する規定の新設、③環境に対する配慮をした
規定、すなわちエネルギー節約措置の促進をする改正、⑤賃料増額システムの改正、すな
わち賃料データバンクに関する規定の新設が行われている。ここでは、筆者は、市民法典
である民法典に社会法的規定を積極的に取り入れようとしたドイツ立法者の姿勢に注目し
ている。そして、本書のテーマである賃貸借における存続保護との関係では、改正法にお
いても、期間を定めない賃貸借が原則とされ、例外的に、特別定期賃貸借の要件を充足す
るものだけを定期で終了可能なものとしたことに注目し、定期賃貸借制度をグローバルス
タンダードだとする、わが国の一部の論者の指摘に対して、異論を述べている。
第２章 ドイツにおける定期賃貸借制度の展開
ドイツにおける定期賃貸借制度について、①１９８２年「賃貸住居供給増大に関する法律」
による同制度導入の経緯とその後の解釈論、②１９９３年の賃貸借法改正法による改正（社宅
に関する定期賃貸借の追加と終了手続の簡易化）、③２００１年賃貸借法賃貸借法の準備作業
と草案の変遷を詳細に紹介・分析し、④現行法下での解釈論上の問題点（期間の定めのな
い住居賃貸借における借家人による解約告知権を排除する特約の効力、延長条項をつけた
定期賃貸借契約の期間満了後の法律関係、期間満了後も定期賃借人が住居の使用を継続し
４
ている場合の法律関係）を検討する。
こうした検討の結果、ドイツにおける賃貸借法においては、最初に定期賃貸借を導入し
た１９８２年法の立法理由においても賃借権の存続保護の重要性は強調されていたし、２００１年
改正においても、解約告知保護と賃料額統制を含む社会的住居賃貸借法の維持という基本
姿勢が示されており、賃貸住宅の新築の促進のために「不十分ながら強すぎる賃借人保護
の廃止や簡素化に進んでいる」というわが国の一部の論者のドイツ法に関する評価は誤っ
ていると指摘する。そして、２００１年改正の準備作業の中で、定期賃貸借は新築賃貸住宅の
供給促進には効果が少なく、既存の空き住宅の賃貸市場への供給に役立つものとされてい
たことも、わが国の定期借家論が新築賃貸住居の供給促進を強調していることと対蹠的で
あると述べ、借家法制を経済政策のために用いることは大いに疑問があると批判する。
第３章 定期借家制度の概要
第１節 定期借家制度批判
本節では、前章において詳述したドイツ定期賃貸借制度の考察を基礎にして、最初に、
１９９９年に導入された定期借家制度の制定過程の特異性を指摘し、「良質な賃貸住宅等の供
給促進に関する特別措置法」の目的、国及び地方公共団体の努力義務の概要を批判的に考
察する。次に、定期借家制度の成立要件、定期借家終了の通知、中途解約権による住居賃
借人の保護、既存借家の処理に関する各条項の注釈を行う。「むすび」において、定期借
家制度が存続保護と賃料規制とを完全にはずしてしまった現在、実質的な契約自由の実現、
契約内容の公正化のためには、契約締結段階における契約情報の適切な開示、契約費用の
高額化の防止、自由な使用収益権の保障が現実化される必要があると説く。
第２節 定期借家関係の終了に伴う法律問題
本節では、借地借家法３８条４項に定める通知期間経過後にされた賃貸借が終了する旨の
通知の効力について考察する。著者は、定期借家は、予測可能性を確保するために特定の
期日に終了することにしたものであるから、期間満了経過後に終了通知をするとその６カ
月後に賃貸借が終了するとしたのでは定期借家の趣旨に反すると解し、期間満了後は民法
６１９条を適用して、新たな普通借家契約が成立したものと解すべきだと主張する。また、
中途解約については、長期の期間では定期借家人側に賃借を難しくする事由が生じること
を考慮し、居住用建物賃貸借では事情変更による解約を広く認めるべきだとし、また、事
業用建物賃貸借では賃借権の譲渡性を認めるべきであると主張している。また、広く定期
借家を認めるのであれば、当事者の利益状況に不均衡を生じさせないために、苛酷条項を
おくべきであったとも述べる。
補論１ サブリース契約の賃料特約とその法的拘束力
本論考では、１９８０年代後半から行われたサブリース契約の法的性質を論じる。著者は、
サブリース契約を賃貸借契約と解する前提に立ちながら、借地借家法３２条（借賃増減請求
権）が判例において強行法規とされるのは社会的弱者である借家人を保護するためであり、
賃貸人よりも大規模な不動産企業であり、社会的弱者ではないサブリース契約における賃
借人は同条による保護を受ける適格がないと説く。そして、サブリース契約は一種の商行
為であり、借地借家法の適用はなく、賃料の自動増額特約の拘束力も認められるべきであ
５
ると主張している。
補論２ 短期賃貸借保護制度の廃止と残された問題
本論考では、ドイツ強制競売・強制管理法における競落人は賃貸借関係を承継するとい
う引き受け主義の原則、及び賃借権の債権的性格の維持に関する最近のドイツ民法学説に
おける理解を理論的前提として、不動産賃貸借の目的物の所有権が移転する際には賃貸借
関係も新所有者に承継されると解し、改正された３９５条における明け渡し猶予期間中の抵
当物使用者の建物使用の法律関係を一種の賃貸借に類似した法定使用関係と解する。なお、
抵当権が実行された場合の賃借人の敷金返還請求権の保護に関して、特別の銀行口座の開
設を命じるドイツ民法の規定を紹介している。
Ⅱ．本論文の評価
（１）近年の規制緩和、市場主義経済の復権の大合唱の中で、借地借家法においても、借
地人、借家人にとって不利な合意を無効とする片面的強行法規のあり方に見直しを迫り、
賃貸人の地位を強化しようとする圧力が強くなっている。このような圧力の中で、存続保
護を保障しない借地権、借家権である定期借地権、定期借家権が創設されたが、さらにそ
の動きは普通借地権や通常の借家権にも及んできている。本論文は、このような中にあっ
て、借地人、借家人を賃貸人に対して社会的弱者であると位置づけて可及的に保護をして
きた従来の借地法、借家法の立場を擁護し、借地人、借家人の保護にとって最も緊要な存
続保護について、広く比較法的視野に立ってわが国の昨今の立法動向、解釈論に批判的検
討を加えるものである。
（２）著者の立場は、考え方の形成に強い影響を与えたと思われる篠塚昭次博士及び水本
浩博士らに代表される戦後借地借家法学の正統を受け継ぐものであり、その意味で、本書
は、戦後借地借家法学の成果に基づき規制緩和の嵐に対して後退できない一線を堅持しよ
うとする決意の書であるともいえる。この点において、立場の如何を問わず、本書の志の
高さは大きく評価しなければならない。
（３）本書は、第１編を「借地権の存続保護」と題し、また第２編を「借家権の存続保
護」と題して、市民の住生活にとって重大な利害関係を有する不動産利用権の存続に関わ
る問題を個別・具体的に取り上げて、比較法的な研究成果を踏まえつつ議論を展開してい
るので、以下では、本書の記述に即して内容を検討、評価することにしたい。
（４）第１編「借地権の存続保護」の第１章は「普通借地権の存続保護」を対象にしてい
る。ここでは、借地権保護を最初に定めた１９２１年の借地法、正当事由制度の導入により借
地権の存続保護を図った１９４１年の借地法改正、定期借地権制度を導入するとともに普通借
地権の存続期間と更新制度に抜本的な見直しをした１９９１年の新法（借地借家法）という立
法の流れの中で、わが国の普通借地権の性格が変わったかどうかをマクロ的に把握しよう
とするものである。このようなマクロ的研究方法による問題点の検証は、借地借家法分野
において重要な一石を投じるものといえる。また、それぞれの立法及び制度変更において、
存続保護の点で採用された立場について解明する著者の視点は、的確であると評すること
ができる。そして１９９１年の新法において変更された普通借地権の性格について、それが１
６
回目の更新による存続期間までは従前の借地法と同様の存続保護重視の立場に立っていな
がら、２回目の更新以後はむしろ借地関係解消に向けたものに変容していると指摘した点
も、適切な分析といえよう。ただし、この結論を踏まえて、新法の普通借地権はいつかは
消滅する「ファジーな定期借地権」といえる状態になったと締め括っているのは分析不足
であり、さらに「ファージー」の具体的な意味を突き詰める必要があったと思われる。
（５）第１編の第２章「定期借地権」は、新法により導入された定期借地権について、総
合的視点から、その骨子となるべきポイントを多角的に検討している。この第１節では、
欧米の定期型土地利用権を比較法的に検討し、欧米では借地関係終了後も建物の存続が図
られ、建物賃借人の地位が保全される制度となっていることと比較すると、わが国が採っ
た「定期借地権終了後の建物取壊し・更地返還原則」は、特異な借地制度であると結論し
ている。この指摘は、定期借地権がグローバルな制度であるかのように喧伝する向きもあ
った中で、実証的な反証を挙げるものであり、わが国の借地借家法学の重要な学問的成果
であって、学界に対して寄与するところも大きいと評価できる。もっとも、せっかく多く
の資料に基づき、欧米各国の制度を論じているのであるから、もう少し詳細に各国におけ
る問題点や現在の課題への論究もあってよかったのではないかとの感もする。
なお、第２章、第２節では、定期借家権を定める借地借家法２２条の解釈的提言を行って
いる。その結論は、おおむね、定期借地権導入を主導した業者サイドでの安易な使われ方
に警鐘を鳴らすものであり、「定期」といえども借地権者の利益保護を解釈論としても十
分に図るべきことを強調する内容である。これは戦後借地借家法学の成果を継承しようと
する著者の一貫した研究姿勢であり、高く評価されるべきである。
（６）第２編「借家権の存続保護」の第１章「ドイツにおける住居賃借権の存続保護に関
する立法の動向」は、借地・借家法制における存続保護の必要性を検討する本書の目的の
観点から、近年のドイツにおける居住賃借権（借家権）における存続保護に関わる立法動
向を紹介し、分析するものである。この前提として、民法典（ＢＧＢ）施行後、現在に至る
ドイツの借家法制が整理され、その概略が示されているが、まず、市民法典である民法典
にも「社会的油の数滴」があったとするヴィーアッカー教授の言を引用し、それがどのよ
うに歴史の中で拡大していったかが具体的な歴史的背景の中で分かりやすく説明されてお
り、筆者のこの分野での研鑽の跡が良く理解できる。
また、１９９０年代の２つの連邦議会を中心に検討された報告書の内容を丁寧に紹介し、そ
れを踏まえた民法典（ＢＧＢ）の賃貸借規定の改正を紹介したことは、貴重な成果である。
その中でも、一定期間で機械的に賃貸借契約を終了することを認めず、借家権の存続保護
により借家人の生活の維持を保障しようとする立場がドイツでは一貫していることを確認
したことは、借家法において同様の課題に直面していた我々にとっても、極めて有益な情
報を与えるものであったといえる。なお、わが国では、本章の元になった論文の後に、定
期借家権の導入が行われ、ドイツよりも幅広い定期借家制度が認められることになったが、
本章に紹介されたドイツ法の知識とそれに基づく著者の座談会等における発言が、無条件
の定期借家制度導入推進論に対して一定の歯止めになったと評することもできる。その意
味においても、本章の研究は大きな業績であると評価できる。
（７）第２編、第２章は「ドイツにおける定期賃貸借（Ｚｅｉｔｍｉｅｔｅ）制度の展開」と題し
て、ドイツにおける定期賃貸借制度の創設および改正をめぐる議論を詳細に調査・分析す
７
るものである。本章の研究により、ドイツの住居賃借権における「正当な利益」による存
続保護制度は依然として堅持されていること、定期借家制度も、存続保護制度を前提とし
て限定された範囲で認められるものであって、賃貸住宅新築の促進という政策課題の実現
を目指したものではなく、実際にもそのような効果をもたなかったことなどを明らかにし
ている。
本章も、１９９０年代末から２０００年にかけて、わが国で、優良な賃貸住宅の供給を促進する
との標語のもとに、「正当事由」制度による借家権の存続保護制度が批判の対象とされ、
定期借家権制度の導入に至ったという一連の過程の中で、借家人の居住を保護するための
社会法としての借家法の基本的な性格を護るため、一貫して正当事由による借家権保護の
重要性を強調してきた著者の主張を支える基礎的研究の意義を有している。繰り返すこと
になるが、政治的な意図を持った議論が席巻する中で、著者が冷静に学問的姿勢を貫いた
ことは高く評価されるべきであり、借地借家法制の将来像を展望する上でも、本研究によ
って紹介されたドイツでのさまざまな議論は貴重な基礎資料として活用されていくものと
思われる。
（８）第２編、第３章「定期借家制度」の第１節「定期借家制度批判」は、規制緩和の流
れの中で、良質な賃貸住宅の供給という名目のもと、一部の経済学者・法律学者が推進し、
不動産業界と結びついた議員を中心とする議員立法により生まれた定期借家制度に関する
本格的な批判論文である。バブル崩壊により苦況に陥った不動産業界の救済を意図して一
部の者が声高に主張した原理主義的な契約自由、ご都合主義的な主張に対峙して、冷静か
つ的確に定期借家制度導入の背景を明らかにし、内容を分析したものであり、著者の学者
としての良心を示す論文であり、現時点で翻ってみると、歴史的な意義のある論文という
ことができる。
また、本章の第２節である「定期借家関係の終了に伴う法律問題」は、借家権の存続保
護に関する理論的考察を背景として、借家法における存続保護制度の原則性を基礎として
論じるものであり、問題に関する学識の一端が伺われものとなっている。
（９）これまで本論文の主要部分を検討してきたが、再三述べたように、本論文の意義は、
規制緩和、市場主義経済の復権という外圧のもとで借地借家法が大きく揺さぶられ、その
変質が行われようとする嵐の中で、社会的弱者である借地人、借家人保護を根幹に据えて
展開してきた戦後借地借家法学の立場を堅持し、正論を掲げることで俗論を撃つ姿勢に貫
かれているところにある。そして規制緩和論に立つ借地法、借家法の存続保護否定論者の
ときに感情的な議論に対して、比較法的視座に依拠して冷静に研究成果を対置し、存続保
護必要論を一貫して擁護した著者の姿勢は十分に高く評価されるべきものである。本論文
は、著者が既に著した『現代借家法制の新たな展開』（成文堂、１９９７年）に次ぐものであ
り、著者の借地借家法学の分野における研究者としての地位は、本論文により確固たるも
のになったということができる。
もっとも、本論文にも欠点がないわけではない。それは定期借地権、定期借家権などの
制度に関する論述がときに単なる解説になり、平板なものとなっている点、外国法の分析
にいま一歩深みに欠ける点、定期借家権に関する制限的な解釈論が少々論拠に乏しいと思
われる点などに散見される。これらの諸点は、各論文がまさに時の立法課題との関係で時
間的余裕がない状態で書かれたと推測されることから、やむを得ない要素もある。しかし、
８
論文の作法として、著者には留意してもらいたいところでもある。
Ⅲ．結論
以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の提出者が博士（法学）の学位を受けるに
値するものと認める。
２００７年９月２６日
審査委員
主査 早稲田大学教授 浦 川 道 太 郎
早稲田大学教授 内 田 勝 一
早稲田大学教授法学博士（早稲田大学） 近 江 幸 治
早稲田大学教授 鎌 田 薫
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